
示に忠実に従い、補佐する役割が与え

られています。職業公務員は政権と進

退を共にするわけではありませんが、一

定のグレードに達すると、それ以上の昇

進・昇級が見込めなくなってくるため、ポ

リティカル・アポインティに転じることを目

指したり、退職して他の仕事を探し始め

たりする人が多いようです。

―― 日本では天下りなど官民の関係

が厳しく問われる傾向がありますが、ア

メリカでは情報公開と議会のチェックに

よって公平性などを担保しているという

ことでしょうか。

中林 各省の長官や副長官をはじめと

する高官は上院の承認を必要とします

から、そこで議会のチェック・アンド・バラ

ンスのコントロールが利きますが、それよ

り下の上級管理職レベルも政策決定の

権限を持つ人たちはかなりの数に上る

ものの、上院の審査手続を経なくてよい

ことになっています。

―― アメリカではその他、どのような問

ティが大量に配置されていることです。

ホワイトハウスの職員に限らず、各省庁

でも、高級管理職（ES）と呼ばれる長官

や副長官、次官、局長などがそうですし、

その下の上級管理職（SES）と呼ばれる

審議官、課長などの一部、さらには一般

職（GS）の一部にも配されます（右頁・資

料参照）。人材の供給源は、弁護士、学

者、シンクタンクの研究者など多様です。

新たな政権が発足するときには、大量の

ポジションでいっせいに人が入れ替わる

わけです。任用の作業は、大統領にとっ

ては極めて重要な仕事であり、特に一

期目にはかなりの時間、多大なコス

トを要する一大事業となります。

―― 一般の職業公務員との関

係は。

中林 選挙の結果を受け、国

民が選択した価値観を体現し

ていくのがポリティカル・アポイ

ンティの役割であり、職

業公務員はその指

アメリカの公務員制度

―― まず、アメリカ連邦政府の行政府

における公務員制度の概要をうかがい

たいと思います。

中林 もちろんアメリカにも日本の官僚

に当たる職業公務員はいますが、制度

上の最大の違いは、政策決定の中枢を

占めるポジションにポリティカル・アポイン

英米の政治任用制度に
どのような点を学ぶべきか
アメリカにおけるポリティカル・アポイントメントの制度はどのようなものか。
また、いかなる問題点が指摘され、日本として参考にできるのはどのような点か。アメリカ上院予算委員会スタッフのキャリアを持つ
国際大学グローバル・コミュニケーション・センターの客員研究員・中林美恵子氏にお聞きした。

中林美恵子氏 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター客員研究員

アメリカのポリティカル・アポイントメント
アメリカにおけるポリティカル・アポイントメントは、「ベスト」ではなく
「よりベターな選択肢」として受け入れられている。
わが国にこの仕組みを根付かせるためには、
しっかりした承認システムを用意することがポイントとなる。

中林美恵子「政策形成と委員会システム：米立法府における委員会・
政党・スタッフの関係」（"Policy Analysis Review"東京財団・2001.10）、
同「米国の財政再建から日本が学ぶこと－失敗にこそ教訓がある」（『論
座』2002年9月号）、外国公務員制度研究会（編）『欧米国家公務員制
度の概要』（社会経済生産性本部生産性労働情報センター・1997）
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題点が指摘されていますか。

中林 ポリティカル・アポイントメントに関

してはもろもろの欠点が指摘され、アメ

リカ内にも賛否両論があることは事実で

す。昨年、ポリティカル・アポインティを減

らすための法案が下院に提出されてい

ますが、これは結局、通りませんでした。

また連邦議会も、GAO（アメリカ政府説

明責任局）※1に対してインタビュー形式

のものを含む実態調査を行うようリクエ

ストしています。最もよく指摘されるのが、

実務の一貫性やマネジメント能力などに

ついての不信です。ポリティカル・アポイ

ンティは、そのポストに関する仕事の経

験があり、内容を熟知して、さらに役所の

仕事のやり方も心得ていて、着任早々に

的確なマネジメントができる人ばかりでは

ない。もし無能な人物がその地位に就

けば、下に付く職業公務員たちが右往

左往することなる。まして政権政党が替

わり政策の方向性や価値観が変われ

ば、いよいよ職業公務員は適応に苦労す

るのではないか。これが典型的な批判

ですが、それに対する反証もあります。

ウィリアムアンドメリー大学とプリンストン

大学の学者がGPRA（政府業績結果

法）※2の関連で、ポリティカル・アポインテ

ィと職業公務員とでマネジメント能力を

比較する研究を行いましたが、そこでは

「さほどの差はない」という結果が出てい

ます。それが必ずしも万全な調査でな

いとしても、サイエンスの試みがなされ、

ひとつの結果が出たことは事実です。

―― 批判を浴びながらも、制度として

継続しているということですね。

中林 要するに、ベストと言えないまで

も、いくつかあるオプションの中で「より

ベターだ」と認められているということで

しょう。一つは時代の流れ、国民の価値

観の変化を政策に反映させやすいとい

う利点が大きいものと思われます。特に

これだけ世界の変化が急になり、ITの

発達で知識の伝播がグローバル化し、

多様な問題点が噴出してくると、それに

迅速かつ柔軟に対応する国家体制をつ

くるためには、知識や現場感覚を身に付

けた人材を外部から調達できるこの制

度の利点は、欠点を上回るはずです。ま

た、この制度の有効性の証明として何よ

り雄弁なのは、歴代の大統領がこのシ

ステムを維持し続けているという事実で

しょう。

議会スタッフの政党色

―― 議会における公務員の制度は、行

政府のそれとはかなり異なるのですか。

中林 三権分立が徹底しているアメリカ

では、行政府は行政に徹します。もちろ

ん、行政府も国民のニーズをすくい上げ

ることはします。また、それを予算のかた

ちにまとめ上げ、大統領のリクエストとし

て毎年2月最初の月曜日に連邦議会に

提出しますが、それはあくまで叩き台にす

ぎません。アメリカでは、本格的な法案の

調整は議会に来てからが始まりです。公

聴会、マークアップ、レポートアウト、本会議

のディベート、投票という一連の立法プロ

セスを経て、修正が加えられていくので

すが、その立法作業の軸となるのが委員

会であり、その委員会スタッフとして修士

号や博士号を持つ優秀な人材が多く配

されています。この委員会スタッフは正規

雇用の職員で、国家予算から給料が賄

われるという意味では国家公務員です

が、行政府の一般の職業公務員とはかな

り異なるルールが適用されます。委員会

スタッフは政党別の枠で雇われ、身分は

国家公務員でも政策推進者としての責

任を負うのです。職員の給与は各委員会

の裁量で配分されますから、議会で多数

党が入れ替われば、委員会の少数党に

なったスタッフの給料がカットされたり、人

員整理の対象になることもあります。

―― 政治的な意思決定に参画する以上、

政治の指示に従い、一定のリスクもとると。

中林 ホワイトハウスのように政権交代

があれば自動的にお払い箱というほど

ではありませんが、実態として選挙結果

がかなり処遇に反映します。

―― 日本の公務員は公正中立たるこ

とを求められますが、アメリカ連邦議会

のスタッフは、それぞれ政党色を鮮明に

しているということですね。

中林 アメリカには「宗教と政党は生まれ

たときから抱えている」という言葉がある

ほどで、そもそも国民の政党への帰属意

識には日本と比較にならないほど強いも

アメリカの政治任用者の概要＊1資料

出所：人事院ホームページ『公務員白書（平成15年度年次報告書）』
（http://clearing.jinji.go.jp:8080/hakusyo/book/jine200402/jine200402_2_011.html）

＊1：政治任用者の数は2000年「合衆国政府の政策推進及びその支援に当たる官職」（上院作成）による。
＊2：大使（154人）など一部他俸給表を含む。
＊3：「大統領の承認に基づく任命」は500人に上ると言われる。

各省庁� ホワイトハウス�
上院の承認に基づく大統領任命�

非職業公務員の上級管理職（長官の首席補佐官、�
ホワイトハウスの連絡官、重要部門の部長等）�

高級管理職（ES）�

法律で設置された官職�
長官、副長官、�
次官、局長等�

1,004�
（＊2）�

上級管理職�
（SES）�

［審議官、議長級］�
総計　約6,700

一般職（GS）�
総計　約122万�

648…総数の10％以内と法定�

1,287

45 98�
�

スケジュールC（政策推進や高官との信任関係の職務）［長�
官室のスタッフ、議会担当官、広報専門官、政策分析官等］�

大統領任命（上院承認不要）�

大統領任命（上院承認不要）�
［大統領首席補佐官、同次席�
補佐官、同上級顧問等］�

法律上は給与水準に応じた�
官職数の規定のみ�

大統領の承認に基づく任命�
（首席補佐官等に委任）［大�
統領特別補佐官等］�

（＊3）�
＝政治任用�

※1 GAO［Government Accountability Office］：2004年7月7日に、それまでの
「会計検査院」（General Accounting Office）から名称変更して誕生した組織。

※2 GPRA［Government Performance and Results Act］：1993年制定。アメリ
カ連邦政府が実施している政策につき、特に経済的観点から評価することを目的
とした法律。



28 法律文化 2005 May

石を投じることができる形態です。

―― 日本の立法府の立法機能を向上

させる方策として、イギリスのように政党

に協力するシンクタンクを育てる方法も

あるのでは。

中林 同じ議院内閣制の国として、イギ

リスのように法案づくりも選挙も徹底して

政党中心にするというのも一つのよい方

法でしょう。その場合も、政治が官僚から

いかに立法権限を奪回するか。そこが

ハードルになるはずです。またイギリスは、

官僚と入閣していない一般の与党議員

との接触を禁じていますが、日本はそこ

が曖昧です。統治システムをイギリス型

に近付けるのであれば、立法府と行政府

が一体化した現状を是正していく必要

があります。いずれにせよ、何らかのか

たちで日本の立法プロセスが抱える矛

盾を解消しなければなりません。イギリス

の選挙は政党中心で、政党が候補者の

選挙区を決めるほど徹底してコントロー

ルします。一方、アメリカの選挙は個人中

心ですが、その候補者が任期中に何を

したか、本会議でどんなことを話し、どの

ような修正案を付けたか、どういう投票行

動を採ったか、それが厳しく問われる。日

本はどっち付かずで、選挙は個人の戦い

で候補者それぞれ勝手なことを口にす

るのに、肝心な本会議は党議拘束が強

い。その背景には、官僚が立法権限を実

質的に握っていることがあるものと思わ

れます。もしアメリカ型を望むなら、人材

を流動化して、法案をつくれる人を立法

府に移していく必要があります。

民主主義の追求

―― 日米で政府の仕事に関わられ、両

国の公務員の資質、能力の差異につい

てどのようなことをお感じになりましたか。

中林 資質ということでは、日本のキャ

リア官僚は未だに民間の一般人に対し

て優越意識の強い方が少なくないように

見えます。一方、アメリカのキャリアには

そのような面を感じることがありませんで

した。また、日本の官僚は物事の変化に

即応する能力に欠けるような気がしま

す。ただ、それが昔ながらの文化的な何

かを引きずっているためなのか、律儀な

日本人の性格が作用してルールに厳格

さを求めるあまり柔軟性や臨機応変さに

欠けるのか、そこは判断しかねます。加

えて能力ということでは、何をもって「能

力」と言うか、でしょう。法律の抜け穴を

熟知していて上手く立ち回る。天下りの

ため特殊法人や公益法人をつくる。年

金の算定や経済成長見通しでは、複雑

な方程式を駆使して国民をけむに巻く。

そのようなことをさせると、日本の官僚は

驚くほど高い能力を示します。アメリカの

職業公務員はそのような知恵は働かな

いし、そもそもそのような権限を与えられ

ていません。ただ、テクノクラートとして

優秀な人は大勢います。さらに、アメリカ

社会の雇用の流動性は職業公務員の

世界にも及んでいて、生涯役所という人

ばかりでなく、立法府も含め官と民の間

で多様な経験を積んだ方が行政府で活

躍できるわけです。入省時点では日本の

キャリアの方が総じてIQが高いのかもし

れませんが、社会の厳しい環境で経験

を積み、その中で磨いた見識、価値観と

なると、答えは自ずから違ってくるでしょ

う。私は、今後とも日本の官僚が法律を

つくり続けるなら、またトップレベルの職

をキャリアに委ね続けるならば、一定期

間、役所の外で仕事をすることを義務付

けるべきではないかとさえ思うほどです。

役所という特定の枠の外に出て世の中

を必死で泳いだ経験のまるでない官僚

のがあるのですが、委員会スタッフにして

も特定議員の応援をすることはしないも

のの、政策理念としては、どの政党に属し

ているか、常に旗幟鮮明にしています。

―― アメリカで公務員の身分保証が

問題にされることは。

中林 連邦政府公務員の人事のルー

ルや福利厚生をつかさどったり、不当解

雇のクレームなどを取り仕切ったりする

OPM※3というオフィスがあります。例え

ば、キャリアがポリティカル・アポインティ

に虐げられるようなことがあれば、そこに

クレームを持ち込みます。ただ、不当な

扱いを受けるべきではないということは

当然あっても、公務員であることを理由

に過度のプロテクションを求める傾向は

ないように思います。

―― 日本では法案づくりに特殊な技

能が求められるため、官僚に依存してい

る面がありますが、その点、アメリカはど

のような状況なのでしょうか。

中林 ある日予算委員会で法案をコピー

機にかけたとき、1枚抜けたまま本会議に

正式な決議案として提出して、翌日それ

が分かり、慌てて修正案のかたちで処理

したという経験をしました。そのエピソー

ドが象徴的ですが、アメリカでは日本の

ように法案作成が優れて高度に専門化

されたものと見なされているわけではあ

りません。アメリカ議会にも法律文言の

専門家はもちろんいますが、政策立案の

仕事との分業が可能になっています。さ

らに人材が流動化しているせいもあり、

いろいろなところに法案をつくれる人が

いる、ということにもなります。立法府だ

けでなく行政府にもいる。民間のシンク

タンクにもいる。州政府のスタッフにもい

る。ロビイストになった人々にもきちんと

した法案をつくる人がいる。いろいろな

立場の人が具体的な法案のかたちで一

28 法律文化

※3 OPM［Office of Personnel Management］：アメリカ合衆国人事管理局のこと。
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が法律をつくっても、現場から見れば、ピ

ントのズレたものになりかねません。自分

の力で荒波を乗り越えた人はやはり強い

ですし、重大な決定をする場面に直面

したとき、広い世界を見てきたバランス感

覚は必ず生きるはずですから。

―― ポリティカル・アポイントメントを日

本に根付かせるとすれば、必要なことは。

中林 政権交代があり得る環境が整う

ことが前提ですが、うまく制度化すれば

根付くかもしれません。アメリカほど大量

でなくてもよいでしょうが、省庁の一定の

レベル以上を政治任用にする。ポイント

は、しっかりした承認システムを用意す

ること。そして、例えば優秀な官僚が政

治指名されて役所を離れるときなどは、

何年か後に必ず戻れるという条件を残

すのでなく、本当に雇用関係を断ち切っ

て身を投じることが必要です。

―― 日本人の気質として、流動的な雇用

に耐えられるかという問題があるのでは。

中林 そこは価値観にかかっています。

私も、アメリカのシステムがすべて無条

件によいなどと言う気はさらさらありませ

ん。アメリカにしても試行錯誤をしている

最中ですし、それぞれの国の文化、歴史

などを背景とする明文化されていない暗

黙の了解に反するかたちで無理にルー

ルを輸入しても、結局、何者かの都合の

よいように改変され、当初の意図を外れ

た改悪になります。事実、その事例には

事欠きません。政策秘書の制度もアメリ

カのそれをモデルにしたようですが、理

解し難いことに、委員会ではなく、個人

事務所に配置する制度にしてしまった。

委員会も、当初はアメリカのシステムにな

らって政党別に固定的なスタッフを雇う

つもりだったらしいのですが、いつの間

にか一括採用になっている。そのような

ことを避けるには、まず政治がグランドデ

ザインを描くことです。公務員のインセン

ティブを国民へのサービス向上へ向け

させる。競争原理をうまいかたちで機能

させる。立法府の立法能力を回復する。

そのような設計図がなければ、またありが

ちなパッチワークの政策で終わるでしょう。

ポリティカル・アポイントメントも、政治主導

で官僚のロイヤリティを組み替えるほど

徹底したかたちで行わなければ意味を

なさない、ということです。アメリカの長官

レベルは、皆さん、とてつもない額の年収

を蹴って来ています。動機として大きい

のはプレステージです。世間から評価さ

れ、次のステップのためにプラスになる。

そこに国家の意思決定に関わり、アメリ

カの歴史をつくることに一枚かんでいる

という充足感が加味されたモチベーショ

ンのなせる業です。

―― 構造的な改革を進めるに当たっ

て、議論の軸とすべきことは。

中林 公務員制度のあり方は、とりもな

おさず日本の民主主義をどうするのか、

という根源的な問題でもあります。市民

が主権を行使する仕組みを民主主義と

呼ぶなら、アメリカにしても「民主主義は

確立しました。歴史は終わりです」という

段階ではなく、いわば発展段階の緒に就

いたばかりのようなものです。日本も民

主主義を発展させていく。つまり、市民

が政治に参加し、努力し、賢くなる。私は

そのプロセスを追求するべきだと信じて

いますが、それを否定し、「卓越したリー

ダーにすべて委ねればよい」とするなら、

官僚機構の機能を向上させて、そこに一

任する手もあるでしょう。この国の議論

にはそのような誘惑が潜んでいるようで、

メディアでも「かつての官僚は高い倫理

観があり、天下国家のことを考える立派

な人たちだった」といたずらに美化した

り、「かつてのように公を考える組織にた

ち戻らなければならない」とする回顧趣

味の論調がかなり幅を利かせています

が、それは官僚機構にとっても過大な要

求ではないでしょうか。ドイツの社会学者

マックス・ウェーバーの言葉に「官僚機構

は天才によって設計された、愚か者が運

営するシステム」※4というものがあります

が、私がアメリカで見た限り、キャリアに

それほど過大なことを求めずとも、国家

はいくらでも機能します。より大事なの

は、市民が賢くなることです。そこを踏ま

えなければ、そもそも何のための公務員

制度改革なのか分からなくなり、霞が関

に優秀な人材が集まらなくなったら困る

ではないか、という結論へ帰着しかねま

せん。しかし、もはや時代の変化がそれ

を許容しないはずです。経済のパイが

右肩上がりで膨らんでいる間は官主導

の衆愚政治が通用しても、日本は国民

に負担を求めなければ、前に進めない時

代に入りつつあります。公務員制度改革

の最大の目標を民主主義の推進と位置

付ければ、どのような改革が必要か、そ

れは自ずから明らかになってくるのでは

ないでしょうか。
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